
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
愛知県 津島市愛知県 津島市愛知県 津島市愛知県 津島市

人 口
面 積
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歳 入 総 額
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実 質 収 支
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25.08
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20,155,674
19,335,348

817,240

人(H22.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.80][0.80][0.80][0.80]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

26/4426/4426/4426/44
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均

1.111.111.111.11
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0.610.610.610.61

1.921.921.921.92

0.900.900.900.90
0.910.910.910.910.880.880.880.880.850.850.850.850.840.840.840.84

H21H20H19H18H17

0.800.800.800.80
0.800.800.800.800.790.790.790.790.780.780.780.780.770.770.770.77

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [88.2%][88.2%][88.2%][88.2%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

9/449/449/449/44
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

91.891.891.891.8
愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均

90.390.390.390.3

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0
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91.291.291.291.2
90.690.690.690.6

89.489.489.489.4

87.687.687.687.687.887.887.887.8

H21H20H19H18H17

88.288.288.288.289.089.089.089.0

89.889.889.889.8

85.585.585.585.586.386.386.386.3

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[97979797,,,,453453453453円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

10/4410/4410/4410/44
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

115,856115,856115,856115,856
愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均

112,165112,165112,165112,165
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103,962103,962103,962103,962106,083106,083106,083106,083105,660105,660105,660105,660107,315107,315107,315107,315

H21H20H19H18H17

97,45397,45397,45397,45398,48698,48698,48698,486
103,188103,188103,188103,188103,415103,415103,415103,415106,033106,033106,033106,033

給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [96.7][96.7][96.7][96.7]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

13/4413/4413/4413/44
全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

98.898.898.898.8
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

95.195.195.195.1
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97.697.697.697.697.397.397.397.396.996.996.996.997.297.297.297.2

H21H20H19H18H17

96.796.796.796.7
96.196.196.196.1

93.693.693.693.693.493.493.493.4
94.394.394.394.3

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[6666....31313131人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

15/4415/4415/4415/44
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.337.337.337.33
愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均

6.976.976.976.97
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7.037.037.037.03

H21H20H19H18H17

6.316.316.316.316.426.426.426.42
6.766.766.766.76

7.167.167.167.16

7.377.377.377.37

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [11.4%][11.4%][11.4%][11.4%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

24/4424/4424/4424/44
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

11.211.211.211.2
愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均

8.08.08.08.0

(%)
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10.210.210.210.210.310.310.310.3

13.813.813.813.813.813.813.813.8

H21H20H19H18H17

11.411.411.411.410.210.210.210.210.810.810.810.8

10.210.210.210.210.610.610.610.6

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [81.5%][81.5%][81.5%][81.5%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

28/4428/4428/4428/44
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.892.892.892.8
愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均愛知県市町村平均

87.287.287.287.2

(%)
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H21H20H19H18H17

81.581.581.581.5
91.891.891.891.8103.7103.7103.7103.7

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
状況状況状況状況

給与水準給与水準給与水準給与水準
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

津島市津島市津島市津島市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
「財政力指数」
・類似団体平均（0.90）を下回る0.80となっている。市内に中心となる企業が少ないこと等により財政基盤が脆弱なた
め、平成17年度に財政改革行動計画（集中改革プラン）を策定し、歳出では定員管理計画による人件費の削減（計
画期間10年間で148人削減）、事務事業の徹底的な見直し（計画期間全体で約50億円の削減）を実施するとともに、
税収の徴収率向上対策（計画期間全体で現年度徴収率1.5％の向上）、企業誘致の推進など、計画期間全体で約
100億円の削減効果を目標とし実施していくことで、財政の健全化を図っていく。

「経常収支比率」
・ 現在のところ類似団体平均（91.2％）を下回る88.2％となっているが、今後、高齢対策による医療費の増加に伴う
高齢社会関係経費等扶助費の増、一部事務組合・企業会計への繰出金の増等により、比率の悪化が懸念される。
また、人件費に係るものも26.8％と類似団体平均を上回る水準にあるため、財政改革行動計画（集中改革プラン）に
掲げたとおり、職員数の減（計画期間で148人）等による人件費の削減（計画期間で約40億円）など、行財政改革へ
の取組を通じて経常的経費の削減に努め、現在の水準を維持していく。

「将来負担の状況」
・類似団体平均（73.7％）を上回る81.5％となっている。主に病院の建設改良に要する公営企業債等繰入見込額、及
び退職手当負担見込額に係る将来負担額が比率を押し上げる要因としてあげられる。今後は、それらの要因に基
づく将来負担額の減少が見込まれることから、将来負担比率の逓減を見込んでいる。今後も後世への負担を少しで
も軽減するよう、新規事業の実施等については総点検を図る等、財政の健全化を図っていく。

「実質公債費比率」
・大型投資事業での地方債償還額が毎年度減ってきてはいるものの、準元利償還金のうち公営企業債の償還財源
に充てたと認められるものの額が比較的高いこともあり、類似団体平均（10.4％）を上回る11.4％となっている。今後
も、財政基盤の問題もあり大型投資事業には着手できないこと、また建設地方債発行額の抑制等により、水準を抑
えるよう努めていく。

「人口１人当たり人件費・物件費等決算額」
・類似団体平均と比べ８千円ほど下回っているが、今後も財政基盤の悪化が見込まれることから、人件費について
は定員管理計画に基づき、平成27年度までに26％、148人の職員削減を目標として実施していくとともに、物件費等
についても事務事業の見直しにより徹底的な削減に努め、財政の適正化を図っていく。

「ラスパイレス指数」
・行政職（１）の給料表は８級制であるが、運用は７級までとしている。なお、平成16年７月から平成20年６月までの４
年間にわたる給料の減額（部長４％、課長３％、その他２％）が終了したことにより、前年度においては2.5ポイント上
昇した。また、本年度は0.6ポイントの上昇であるが、依然として類似団体平均値を1.2ポイント下回っている。今後も
各種手当の見直しにより一層の給与の適正化に努めていく。

「人口1,000人当たり職員数」
・定員適正化計画に基づき、平成17年４月１日現在の職員数（病院職員を除く）から10年間で26％、148人の削減を
目標として順次実施している。各部門ともに指定管理者制度を含めた民間委託、施設等の民間移譲などの民間活
力の導入、事務事業及び組織の統廃合や縮小・廃止、並びに再任用制度や臨時職員の活用を徹底することによ
り、予定以上の削減数で推移している。類似団体平均値も0.53人下回る状況であり、今後も計画的に職員数の削減
を図り、適切な定員管理を努める。


